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岐阜県知事　古田　肇様

　　　　　　　　　埋めてはいけない！核のゴミ・実行委員会みずなみ

                                                   代表　市川千年

放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜

代表　兼松秀代

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ウラン残土レンガの持ち込み拒否を求める申入書に係る質問書

本日提出したウラン残土レンガの持ち込み拒否を求める申入書に係わって質問します。

個別に回答いただき、2006年6月22日までに、連絡先に回答くださるようお願いします。

１．安心して暮らすことができる岐阜県の実現について

三重県のリサイクル認定製品で品質は規制値の範囲内であり問題ないとされたフェロシルトが有害な産業廃棄物である事実が判明したり、ずっと前から危険性が指摘されながら産業の利益を優先させ、多数の犠牲者が表面化するまで政府が放置したアスベストの害などを私たちは身近に経験しました。

放射線利用の歴史は僅か１世紀で、放射線の人体に与える影響評価は手探りの状態です。原爆やラドンの影響の見直し、低線量被曝や内部被曝の調査など現在進行形です。政府の規制値が安全の物差しにならない実態があります。

　同時に私たちは安心して暮らすことができる地域が金銭に換えがたい共有の財産であることを実感しました。汚染を取り除くことの困難さや費用の膨大さを実感しました。そして危険な物は作らないこと、危険な物は地域に入れないことが、最大の安心につながることを学びました。

　知事はフェロシルトやアスベスト、原子力機構を岐阜県の三大危機管理と位置づけ積極的対応されました。知事の毅然とした対応を高く評価します。国の規制値だけで判断されることなく、安心して暮らすことができる地域を目指した県政の実現を求めます。知事の見解を示してください。

２．方面のウラン残土レンガの東濃地科学センター管内への搬入の可能性について

　岐阜県は2006年4月20日「レンガの安全性などについて、事前に十二分に議論を深めていく必要がある」と発表しました。

  さらに岐阜県は現時点では県内へのレンガ搬入を認めないとの考えを日本原子力研究開発機構（以下、「機構」とします）に伝えたとの新聞報道（2006年5月27日）がありました。岐阜県として当然の対応であると私たちは考えます。

それは瑞浪市には機構の超深地層研究所があり、そこからウランを含む掘削残土が発生し、埋め戻し時期の明確なめども立たない状況、東濃鉱山の安全確保のために入気口を排気口として使用し、瑞浪市明世町月吉区にラドンを強制排気している実態、東濃鉱山閉山に伴う問題などから、ウラン残土レンガ持ち込み拒否は、安全性の検討の余地もないほど明かなものと考えますが、いかがですか。

２．1995年12月28日の四者協定とウラン残土レンガ持ち込みの可能性について

　東濃地科学センターにおける地層科学研究に係る協定（四者協定）には「研究所について、放射性廃棄物を持ち込むことや使用することは」しないとあります。

　一方、機構の幌延深地層研究センターは鉱山保安法には放射性廃棄物の項目がないためウラン残土は放射性廃棄物に該当しないと幌延町議会に説明（2006年4月17日付）しました（別紙参照）。幌延深地層研究センターの考え方によれば、ウラン残土のみならず、より高い値のウランやトリウムを超深地層研究所に持ち込んでも、使用しても鉱山保安法に放射性廃棄物の区分がないので放射性廃棄物に該当せず、四者協定に反しないことになります。

　幌延深地層研究センターは機構の１事業所ですが、別紙添付は幌延町議会に対して提出した公式見解で、機構の考え方の表明です。

１）岐阜県としては機構のこの考え方を妥当であると考えますか。

２）私たちはウラン残土を放射性廃棄物であると判断します。よって超深地層研究所に持ち込むことは四者協定に違反すると考えますが、いかがですか。

３）四者協定に規制されない東濃地科学センターや瑞浪地科学研究館や機構の社宅用地などにウラン残土レンガを持ち込むことは道義に反すると考えますがいかがですか。あるいは協定に縛られない施設や用地なのでやむを得ないと考えますか。

４）東濃地科学センターの地層科学研究に係わらない、施設整備でありやむを得ないと考えますか。

３．被曝の危険性について

ウラン残土には0.3μSv/h（2.6mSV/年）の放射能が含まれ、レンガに加工しても無くなるわけではありません。機構は1mSV/年に抑えるとしていますが、この値は原子力発電所敷地境界の管理値0.05mSV/年の２０倍ですし、法制化されたクリアランスレベルの0.01mSV/年から言っても100倍です。岐阜県の見解を示してください。

４．岐阜県のホームページ上での情報提供について

　フェロシルトに関する記者クラブに発表或いは情報提供された資料は、翌日、全て県のＨＰにアップされていると思っていました。

ところが4月20日のウラン残土レンガに関わる記者クラブに発表或いは情報提供された資料はＨＰに掲載がありません。私たちは5月18日に機構にウラン残土レンガ持ち込み拒否の申し入れに行った際、機構から当該資料の提供を受けました。

　岐阜県庁で機構から聞き取りが行われ、その結果が岐阜県から記者クラブや機構に資料配布されながら、県民に提供されず、県民が機構から提供を受ける状況は、正常ではありません。岐阜県民にまず情報提供されるべきです。岐阜県の機構への対応に不信感を抱きかねません。ウラン残土のレンガ持ち込み問題に不安を募らせている県民として大変残念です。

 一方、5月26日分は地球環境課のＨＰに掲載されていました。

１）4月20日のウラン残土レンガに関する資料がＨＰにアップされない理由を説明ください。

２）岐阜県のＨＰに資料を掲載する基準と根拠を示してください。

３）今後は記者クラブに情報提供したものは、全てＨＰ上に掲載し、県民に資料提供してください。

４）機構への資料提供は機構から要請を受けたためですか。県が独自に判断したのですか。

　　提供方法は手渡しあるいはＦＡＸ、電子メールその他の方法ですか。

機構の地域交流課は5月18日時点では、県に資料提供の要請してないと言っています。

以上

勝手ながら質問に対する回答は個別回答とし、6月22日までに下記、回答願います。

　連絡先　放射能のゴミはいらない！市民ネット・岐阜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
